研修出張様式４
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	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜総括＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会復帰訓練施設　青山荘　山田　忍

　今回新潟県の視察研修に参加させていただいたことはこれからの仕事に役立つことであったと感じる。

視察研修を行った地区においても精神障害者の退院促進は進行しており、私たちも退院促進の為の支援や入院中における「生活訓練」「地域生活体験」の促進も積極的に行っていかなければならないと感じる。それにより、地域生活者は今後増加傾向となるとは予想されるが、その生活には「相談支援事業」「住居サポート事業」「成年後見支援事業」「地域活動支援センター事業」など様々なサービスが求められ、現状では、地域にその受け入れ体制が整備されていないのではないかと感じている。自立支援法では地域の実情に応じて柔軟に実施できるよう市町村及び都道府県が実施することとなっているが、どの市町村も、まず、「地域住民の理解」は絶対的に必要とされるであろうと感じた。

今回視察した地域では、グループホームや共同住居は多く設置されていた。どれも新設されたものではなく、以前から設置されていたものであった。高田市では、共同住居はグループホームなど法定化される以前よりあり、この試みから法定化されたということである。支え手として、川室記念病院職員が勤務外の時間を活用し、交代制で家事援助など支援を行っていたとの事（再入院になったのはその内２割程）。現在のグループホーム・共同住居周辺には以前より様々な職人がおり、川室記念病院入院患者様は入院中にも関わらずその雇われ仕事を行っていたという。さらに、糸魚川市には、「グリーンバスケット」と呼ばれるボランティア団体があり、送迎サービスや家事援助の実施を行っている（有価）。それだけ、医療福祉関係者や、地域住人と一緒に生活する機会も多く、当事者が社会参加・地域生活を安心して送れる体制が整備されていると感じた。また、当事者が①自分の生活に責任を持ち、②自分らしさを持ち、③当たり前の生活を行っていることを見せる機会となっている事が、地域住民の理解に繋がったのではないかと高田西城病院職員の方も話をしており、地域住民と何かを一緒に行える機会は重要であり、安全面も考慮しながら提供していかなければならないと感じた。今回はそのグループホーム前に実際に行くこともあり、住人の方も拝見できたが、街中にもあり、「地域に馴染んでいた」と感じた。

厚生労働省も「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の三つの柱として「国民意識の変革」を挙げているが、法制度の確立や行政施策の充実を以ってしても意識変革は難しく、これこそ各地域にて力を入れて取り組んでいかなければならず、生活訓練施設も今後、宿泊一体型生活訓練施設となった際に、これまでのような「個別支援」は行えないのではないかと感じている為、グループでの活動、地域参加は強く求められる部分ではないかと感じた。

また、今回の研修先では、「理解すること」を、地域住民はもちろんのこと、職員、家族、本人にも徹底して行われていると感じた。柏崎病院では、家族が患者様と一緒に院内で宿泊できる『家族休憩室』を設け、家族会への働きかけも活発である。また、職員に対しては定期的に全員で集合し、朝礼や、研修を行うなど、職員同士で他職種間の理解や情報共有が図れていることを感じた。当事者に対しては当事者にもサービスの評価をして頂いたり、利用（入所）前には必ず体験してもらうことなど当事者が振り返りを行い、サービスを自己決定できる環境が整備されている。また、例えば生活訓練施設を退所後にアフターサービスも施設職員が行う、授産施設で対人関係強化の為のプログラムを行う、ボランティア活動参加、つくしツリー点灯式などのイベントなど人に対する情緒的、手段的、情報的、評価的な支援システムの整備がなされていると感じた部分も様々あった為、今後の参考にし、こちらでもサービスの幅を広げていきたい。また、糸魚川市は広い地域にも関わらず、医療機関は少なく、住んでいる場所などにより自宅での生活が困難となっている方も大勢いるようで、その困難となっている部分に的確に送迎サービス、ボランティアサービスを盛り込むことが出来ており、地域に合わせたサービス内容なども深く考慮していきたい。

このように精神障害者と社会とのつながりの希薄さを生活機能に与える環境因子と捉えれば、環境を変革するための参加奨励によるソーシャル・サポート・ネットワークの形成が急務であり、同じ体験をしたものが相談・支援に効果的であるという視点に立ち、支援のパートナーとして連携し、協働するマネジメントサービスを確立する必要があると思われ、自助・共助・公助のパートナーシップに基づく三位一体の協働支援システムの構築を行い、「住居」「日課」「余暇」の場面をより地域に近づけ、障害特性に応じてその質や量（時間など）も変更・設定できる環境・地域づくりを考えていきたい。

　最後に、退院促進や地域環境の整備がなされてもそれだけ希望の生活と離れてしまう当事者の方々（退院促進→退院したくても他者の様に退院できない。雇用促進→働きたくても働けない。自立支援医療→自己負担がこれまでより増える人も減る人もいる）も多くいるということを忘れてはならず、SWとして、その方々に対しても希望の生活に近づくことが出来るように体験の場を持たせたり、心のケアをしていかなくてはならない。

　＊特に退院促進に関して興味を示し、行いたいと感じた。内容と今後の展望を下記（勉強になった点1）に記す）

＜勉強になった点＞

1）入院から退院（施設入所）までの流れについて

　茨内地域生活支援センター（柏崎病院）では、相談支援事業、住居サポート事業に加え、退院促進事業も昨年（Ｈ18）より行われている。退院促進事業の内容としては、病棟に出向き、施設や社会復帰に関して説明を行う他、実際に社会資源である地域施設入所やその他の一般資源を体験できる支援が行われている。市と近隣の村から委託され、合計850万円程の補助金（700＋150）で行われて、専任として職員が1名配属されている。柏崎の3病院、長岡市の8病院が対象。各法人で退院促進事業のメンバーがおり、定期的に退院促進事業対象者の状況などについて検討しているとのこと。また、上越地方（生活訓練施設ハウス道芝）では来年度より退院促進事業を開始する予定。しかし、現時点でも退院促進への働きかけを行っており、療養病棟からグループでハウス道芝の活動プログラムに参加する機会を定期的に設けている。また、生活訓練施設側からも療養病棟に出向き交流を重ねている。退院促進として、①療養病棟と生活訓練施設をより近い存在にし、②今まで以上にケア必要度のある人も入所対象者とし、③連携強化、④病棟から生活訓練施設へのシステム作りを行う事を話していた。また、それに伴い、保護者のいない方などについては社協での権利擁護事業（柏崎市）や保護者クラブ（上越市）を利用しているとのこと。

◎今後の展望

　○入院患者様との関係性の強化

　・病院や病棟職員と定期的に情報交換の場を設ける。

　　　→現在の入院患者様の情報を定期的に関係機関が確認できる場面を設ける。現在日誌や会議記録などで確認は出来ているが、地域での援助等に関しては地域支援システム関係者も直接加わっても良い。

　・入院患者様に「地域生活」を理解して頂く為の働きかけを行う。

　　　→病棟での学習会などで施設の説明など、地域生活の方法を提示、話し合いを行う。一緒に地域での生活体験を行い。地域生活での問題点を抽出し、また、自信に繋げていく。やどかりの里の谷中氏が言うように、「経験の乏しさ」に起因する生活課題の解消を入院期間中から働きかけていき、「仲間作り」を行うことにより、不安感の解消に繋げていく。

　・生活訓練施設（青山荘）の入所基準を検討し、その都度病院や他施設と確認する。

　　　→現在の入所者の病状や性格などにより、入所基準は変更になるであろうし、入所希望をある程度限定させる必要もあるのではないか？入所希望者であり、入所申し込みをしたにも関わらず入所要否判定で入所不可となることは入所希望者（家族も含め）にとっても負担が大きい。事前に入所基準を策定し、それにより各病院または病棟などと連携を取ることによりある程度改善はなされるのではないか？

　・病院入院患者様に地域生活に関連付けたケアアセスメント・評価を行う。

　　　→入院中に家族の意思や地域生活の問題点などを確認する。その中で、「社会的入院予備群」（社会復帰可能群など細かに）、「療養継続群」（段階や退院先に応じて分別する）など群分けし、適切な『退院促進支援』を行っていく必要がある。社会復帰施設が必要となる方々はその体験などを通し、意欲を高め、短期間で家庭へ戻る予定の方は、家庭で行う生活スタイルを検討しつつ、家族に対しての相談機能を設け、家族の負担を減らす働きかけも必要となる。

2）住居サポート支援事業

現在の「重点施策実施５ヵ年計画」（障害者プラン）を策定する中で、「障害者は施設」という認識を改め、入所施設は真に必要なものに限定し、入院医療中心から地域における医療・保健・福祉を中心にした施策への転換を図り、社会復帰を可能とするサービス基盤の整備を目指すこととした。

　上越では、精神障害者の公営住宅への単身入居が以前から可能。入居者には、訪問看護、ホームヘルパー、配食サービス等を利用しながら、地域生活を継続させている方が多い（訪問看護は4病院、ホームヘルプは社協等、配食サービスは授産施設などが実施）。

　上越市では、グループホームは市内12箇所に有り、運営主体としては病院、社会福祉法人やNPO法人が運営している。また、稲田地区、戸野目地区（川室記念病院近く）には共同住居が27箇所ある。この共同住居は地域活動支援センター「つくしセンター」が窓口となっている。また、共同住居は今後数箇所グループホームへ移行する予定であるとのこと。

＊今後の展望

　市町村や行政の働きかけや協力があれば住居は増えていくと思われるが、大家や不動産と連携をとり、大家に対してメリットがあり、当事者にとっても安心して暮らせる住居の提供を行えることが理想。入所料など滞納しないことや、症状も安定し、生活も他者に迷惑かけることなく行える（サポートもする）ことを不動産などにも理解を求めたい。また、医療法人やNPO法人が責任を持ち当事者のサポートをすること、保護者となることで住居の確保が出来るのであれば推進していきたい。また、行政や法人、または経済者による支援によって、「狭く古い」という精神障害者にとっての「当たり前の住居」から、健常者の住む「綺麗で広い」という「普通の住居」の生活を体験させ、入居できることが希望である。

3）生活訓練施設でのプログラムについて

ハウス道芝では、青山荘と同様、入所者個々にケアマネジメントを行い、個別ニーズと課題を把握し、個別サポートと月間プログラムによる集団アプローチ実施している。個別サポートについては、独自の生活技能評価表を使用し、生活技能ケア項目表の作成・ケアプラン作成していく。プランの期間最終に評価を本人、PSWで行い、その後、担当者と精神保健福祉士で客観評価するよう工夫している。

月間プログラムについては、広域的生活技能習得、社会ルール習得、対人コミュニケーション円滑

化など意識し、学習会やSST、季節行事、環境整備、座談会（月間生活目標）、レク、全体ミーティング等を実施している。また、外部講師を招き講話、出張講座の依頼を行っている。

＊今後の展望

プログラム検討

①働く（雇用）　　　②住む（住居）　　　③癒す（健康）　　　④知る（学習・情報）

⑤愛する（性・家族）⑥育てる（育児）　　⑦着る（衣服）　　　⑧寝る（睡眠・休養）

⑨食べる（食事）　　⑩遊ぶ（余暇）　　　⑪集う（仲間）　　　⑫老いる（老後）

⑬死ぬ（送る）

といった様に、サービス提供する部分を明らかにし、利用者様個人で、「どこで」「何を」するのか明確にし、施設内でも今後の展開（移行）を見据え、グループ化し、プログラム時間や内容を検討していければと考えている。

4）就労に関して

　就労に関しては、両法人で職親制度（ジョブコーチ）の利用、職場開拓なども行っているということであった。つくしセンター（高田西城病院）では、上越職親の会の事務局を担っており、事業主への求人情報の提供を求める活動を行っていた。現在は障害者雇用を促進する為にハローワークが開催する障害者合同就職面接会や、ジョブガイダンスを活用している。茨内地域生活支援センター（柏崎病院）は「就労支援」という役割はほとんど果たしておらず、生活訓練施設の職員が行っているとのこと。詳細は聞けなかったが、やや就労に関しては積極的な動きは薄かったと考じた。地域生活支援センターはデイケアまたは作業所などの通所施設に馴染めない方々の『日中の居場所』として開かれている部分も多くあり、日中の生活の場所は働ける能力があるにも関わらず、「就労」より「地域生活支援センター」を選択する方もいるのではないかと感じた。

＊今後の展望

トライアル雇用、職親、各種助成金の活用により、ハローワークの年間障害者就職件数を３万人に、平成20年度障害者雇用実態調査で60万人にすることを厚生労働省は目標として掲げているが、働く意欲のある人も多く、職場開拓とジョブコーチ支援の体制の整備はしなくてはならないと感じる。本人に対してもだが、実際に協力事業所に当事者を見ていただき、雇用を検討していただく機会はこちらからも作って行かなければならない。また、「障害者だから」という見方をするのではなく、あくまで応能により機会や賃金を検討する。

5）地域支援・訪問支援について

　訪問看護ステーションは視察先の各病院に設置されていた。また、上越市では、視察先以外もすべての病院に設置されているとの事。

　ホームヘルプサービスについては、社協などで実施している（精神障害者の対象事業所は20事業所中2事業所）。ケア会議等で当事者、家族、関係者等で連携をとりながらサービス提供している。

　また、茨内地域生活支援センター（柏崎厚生病院）や「地域活動支援センター」「つくしセンター」（高田西城病院）では生活支援、生活相談、地域交流を柱としたサービスを提供している。生活支援に関しては、憩いの場・仲間作りの場の提供、就労支援サービス、入浴サービス、情報提供サービス、グループでの余暇活動など。地域交流に関しては、喫茶店運営、交流・啓発イベントを開催。また、当事者集いの支援、家族支援（保健所共催）自助グループなどの事業を行っている。両施設において『年間登録料』を任意で徴収しており、それぞれの特典が設けられている。また、つくし工房では配食サービスを実施している（１食300円）。

＊今後の展望

　現在は青明舎（地域活動支援センター）登録や、訪問看護利用により訪問という形態での自宅生活支援が行われている。実際に生活の場所での支援は生活訓練施設では想定できても限度がある為、その住居と住んでいる人に見合った支援が必要だと感じる。視察先では、ボランティアが有料で支援を行ったり、イベントや喫茶などで生活の情報を提供し合える場面があり、地域においての当事者と、家族、職員、地域住民の関わりは重要となり、生活の悩みをすぐに情報交換できる機関やイベント、集まりは重要視していくべきであるし、そのコーディネートは市町村や保健所、医療福祉機関、地域団体または機関などを関連付けて提供するべきである。青明舎ではボランティア養成講座を開催し、プログラムを組み精神障害についての理解を深めてもらっており、ボランティア登録を行って、行事の参加、機関紙の送付等を行っているが、「当たり前の住居の悩みや生活技術」を当事者と話し合い、情報交換できるだけで双方に利益があるのではないかと感じる。

6）個人情報保護の取り扱いに関して

　先日、内閣府より施行状況が発表され、個人情報の「不適切な取得」「漏洩・紛失」「同意のない提供」「不適切な使用」など様々な苦情が寄せられたと掲載されていた。苦情相談は全国で約14,000件であるが、その中で医療分野は342件であった。今回の視察先に「個人情報の提供方法（メール・FAX）」「個人情報の利用目的」「第3者への提供の制限」「電子化された診療情報」など法律でも決められていない部分に関して質問する機会があったが、利用者様などに対してもそこまで細かい規定はなかった。しかし、一つひとつの確認は欠かさず行い、職員－利用者様間の信頼関係を特に重視しているとのこと。職員側と利用者様側の情報共有に関するアンケートを授産施設や生活訓練施設利用者様にインタビュー形式で実施し、当事者自身の情報の捉え方、認識、サービス援助の効果とその結果、互いの情報共有の必要性を確認しており、それによりサービス援助効果が向上すること、情報をいかに活用し、主体的に当事者が地域で生活していくかの重要性を感じたことを話していた。

＊今後の展望

　確かに、私たちは「この様な時にはこの様に情報を提供します」など事前に本人に確認を取ったり、その都度の確認行為は行い、気にかけているが、本人（家族など）の認識として、個人情報をどの様に捉えているか、これまでの情報管理・提供についてどの様に感じたかなどは確認することが少なかったのかと感じる。本人家族の視点から、情報を知られたくないなどの不安意識なども確認し、受容することが管理するにあたり1番はじめに必要であったと感じる。個人の特性や意識を的確に捉え、入所者全員に「個人情報」について考え、理解していただく必要があると感じたし、様々な適用例を記載し、分かりやすく説明する用意も必要であると思う。また、やはり普段からの信頼関係の構築が最も重要な部分で、相手を受容し、自分で考え、決定することをまず尊重し、その上で本人の納得できる援助を行いたいと思う。

＜視察研修内容・概要＞

Ⅰ　高田西城病院（和・道グループ）

◎高田西城病院

　病棟→急性期治療病棟1　47床

　　　　急性期治療病棟2　53床

　　　　精神科療養病棟　　50床

　　　　老人性認知症治療病棟A　60症

　　　　老人性認知症治療病棟B　60症

＊視察内容

急性期病棟の観察室・保護室は4床であったが、その他にも、個室を改装して保護室の様に鍵をつけ、他者とあまり交流の持てない環境にしていた箇所もあった。保護室にはモニターがつけられており、死角となる部分はない。隔離中の看護体制に関しては、フローシートを使用し、30分に1回記録している。また、職員を固定させ対応させているとのこと。これは早期退院をするために必要な処置として取り入れているとのこと。すぐに退院させることにより、「以前住んでいた土地、住宅」への復帰が出来る為、入院をあくまで急性期治療の場所として捉えているようにも感じた。

法人職員２５名中、精神保健福祉士は８名。ＳＷの育成方法としては、上越地域の精神保健福祉士の勉強会、スーパービジョン、外部研修への参加がある。法人内研修として、外部講師による事例検討などを行っている。独自の育成マニュアルはないが、関係機関との連絡会や職場内ケース検討事例をとおして力量がつく様にしている。

病棟のプログラム活動としては、レクリエーション、音楽活動、創作活動、運動療法、日常生活動作訓練、誕生会等の月例行事を行っているとのこと。また電子カルテについては導入を検討している。

新潟の震災時（中越地震）の取り組みに関しては、高田西城病院近隣では大きな被害はなかったが、建物への影響の確認、患者様の動揺などのサポート、グループホームや施設のサポートは早急に行い、その後は建物が壊れた病院の患者様の受け入れに協力し、県PSW協会として仮設住宅に身を寄せる方々のサポートを行ったとのこと。また、家族会などのグループ、市や保健所との連携し、役割を分担したとのこと。

◎高田ライフリハビリテーションセンターらあく（院内）

　リハビリテーション機能である精神保健福祉相談室・臨床心理室・精神科デイケア・精神科作業療法室・おかあさんこころの相談室などといった機能の一体化・連携強化を図る部分を指している。

◎ショートステイお堀ばた（院内）

　△サービス内容　入浴・排泄・食事などの介護、その他の日常生活の世話、機能訓練、健康管理、相談及び援助、送迎などのサービス提供

　△利用料金　　　介護保険適用　1割負担

　△利用者　　　　介護保険受給者（介護予防・要介護度1～5の方）

　△部屋数　　　　16床（個室／8部屋、2人部屋／4部屋）

◎精神障害者生活訓練施設「ハウス道芝」

△開設年月日　　平成9年4月1日

△定員　　　　　20名

△職員構成　　　施設長1名、精神保健福祉士1名、精神障害者社会復帰指導員3名

△アクセス　　　路線バス　城北中学前下車　徒歩7分　栄町入口下車　徒歩7分

　　　　　　　　JR高田駅　徒歩25分、タクシー7分

△利用料　　　　16,000円　＋　食費15,000円　＋　光熱費（実費）

＊視察内容

施設は病院などからやや離れた場所にあった。青山荘と同じ平成9年に設立されているということであったが、建物は艶やかで、「生活訓練施設」という感じはしなかった。

視察時には高田西城病院入院患者様交流プログラムが「調理教室」の様な形で行われていた。

退院促進の支援も行っており、上に記載している高田西城病院患者様との交流会も月に2～3回程度行われているとのこと。入所者の日中の過ごす場としては、デイケア・作業所・外来OT・地域生活支援センター・授産施設などが挙げられ、また、施設内で個人プログラムを行っている方もいる。また、午前・午後で毎日のプログラム表が作成されており、在所者は参加する仕組みとなっている。内容を見ると、軽運動、食器消毒、社会情報、環境整備、個別調理などで、全体ミーティング、学習会、レク、外出などは全員で行われている。食事は朝・夕で入所者と職員でメニュー作成後、近隣のスーパーで食材購入し、調理する形。月に15,000円を徴収している。

現段階では平成23年度までの法の動向を伺っているような状況であり、ハウス道芝も同様である。ハウス道芝が移行した場合を想定すると、現段階では日中活動・(生活訓練)夜間（ケアホーム・グループホーム）と考えられるが、宿泊訓練型はどうなのか、日中生活訓練のみはどうなるのか等、まだまだまとまっていない現状である様子。

＜社会福祉法人　上越つくしの里医療福祉協会＞

◎精神障害者地域生活支援センター「つくしセンター」

△開設年月日　　平成9年4月1日

△職員構成　　　施設長1名、精神保健福祉士2名、精神障害者社会復帰指導員2名

△活動内容

①生活支援事業　　　　　　②生活相談

③地域交流事業　　　　　　④その他の生活支援事業

　△活動日・開館時間

　　火～金曜日　→　9：00～20：00

　　土日祝祭日　→　9：00～18：00

　△利用期間　　特に定めはないが、登録は1年ごとの更新

＊視察内容

上越市と妙高市の２市から、委託および補助を受けている。相談支援事業は２市とも委託、地域活動支援センター事業Ⅰ型は、上越市補助、妙高市委託である。指定相談支援事業は現在のところ依頼がない（上越市は１件、妙高市は０件）19年度は、介護給付（ホームヘルプ）受給者のケアマネジメントを担当することになっている。上越市においては、20年度上越地域総合福祉拠点がスタートすることになっている。職員の出向とサテライト機能を果たす方向である。

「憩いの場」としての利用は基本的に青明舎と同様であるが、「年間登録料」（年間2,000円）の支払いがあり、配食サービスや入浴サービスなど様々な点で未登録者と比較し、金銭面などメリットがあるとのこと。また、利用期間には定めはないが、1年ごとの更新手続きは行っている。理由を聞いてはいないが、登録者の確認と支援の見直しの為など「更新」は行うべきであると感じた。

訪問支援は訪問看護などとも連携して行われている。食事サービス（昼食、夕食の配達）や就労支援サービスも行われており、定期的に訪問する必要のある方は訪問時期を決め、訪問しているとのこと。尚、訪問する際は職員の自家用車を使用し、訪問料（燃料費など）は支払われるとのこと。

家族支援としては、月１回、保健所と共催の家族グループを開催している。内容は、講座とグループワークである。家族との関わりが疎遠になっている利用者については、必要に応じて個別に働きかけている。

その他、「自助グループ上越つくしの会事務局」「当事者集いの支援」「地域精神保健福祉活動への協力」「上越職親の会事務局」など様々な地域啓発、人材確保の為の活動が行われており、地域の方を巻き込んだ支援はどの地区でも推進していくべきであり、このようなコミュニティケアはNPO法人等でも行い、拡大していきたい。そのことから、つくしセンターの様に「つくしツリー」等のイベントや喫茶店（喫茶軽食つくしんぼ）があることは効果的であると感じた。

◎精神障害者通所授産施設「つくし工房」

△開設年月日　　平成4年4月1日

△職員構成　　　施設長1名、精神保健福祉士1名、精神障害者社会復帰指導員4名

　△利用期間　　原則2年間

　△活動日　　　月曜～金曜　9：00～16：00

　△費用　　　　施設利用料　→　3,000円、損害保険料　→　400円程度

＊視察内容

活動内容としては、「パン、菓子の製造販売、縫製作業、名刺の点字加工」などが中心に行われていた。パン・菓子は実際に入り口に並べられ、また、提供して頂いたが、完成度は高く、関係機関（病院）など様々な場所で販売しているとのこと。また、その様な作業の他にも、「生活の仕方や対人関係の訓練を中心としたグループワーク」「健康や日常生活に関する相談、援助活動」なども行われており、施設内を見ていても『良いコミュニケーション』などのはり紙がされていた。作業能力を向上させるだけではなく、就労を意識した対人交流技術なども培われているのだと感じ、デイケアなどでは行えても就労施設では行いにくいそれぞれの利用者の生活面や健康面の配慮がなされているのだと感じた。

また、送迎用のバスも運行されており、利用者が利用しやすい環境づくりや様々な対象者に対応しようとすることが窺え、利用者の拡大を図っているのだと感じた。

作業評価に関しては、工賃還元のための作業評価表を作業療法士の指導のもとで作成し、本人と職員の２者で評価し、作業目標を立てている。就労に向けては、障害者職業センターの職業評価テストを活用し、職場開拓の参考にしている。

◎精神障害者小規模作業所授産施設「つくし作業所」

△開設年月日　　平成15年4月1日

△定員　　　　　15名

△職員構成　　　施設長　1名　、　精神障害者社会復帰指導員　2名

△その他　　授産施設と一緒にマイクロバスが送迎用として運行されている。

＊視察内容

　視察時には約20名程の方が利用されていた。活動内容としては、ダンボール紙器組み立て、クリーニング作業（衣類やシーツなどのアイロンがけ・整理）、また、自主製品の製作（枕）が行われていた。役割はどのように決められているか等は気になった部分であったが、今後どの様に就労などに繋げていくかなど詳しい部分までは、今回聞けずやや残念な部分であった。また、作品に関しては、「一回買ってしまうと長い間いらない物でリピーターを多く得られる品を作りたい」と視察先の施設でも悩んでいた。その為消耗品や日常的に使用頻度が高いものなど、何か検討してみたいと感じた。また、利用料は月1,000円であり、作品などの収益の中から材料費・光熱費、必要経費を差し引き利用者に還元しているとのこと。現在、小規模作業所「うみねこ幸房」でも、作品内容、活動内容などにより利用者の就労意識の低下にも繋がっている部分もあり、「就労訓練の場としての利用者」と「日中の生活の場としての利用者」が一緒に行動している。その方々を分け、その意識と能力に応じた内容を行わなければならないと感じた。

　

◎糸魚川診療所

　△開設年月日　　平成18年4月1日

　△診察時間　　　毎週月～金曜日　9：00～16：30

　　　　　　　　　（受付8：30～11：00、13：00～15：00）

　△デイケア

　　開設日：毎週月・火・木曜日　9：00～16：00　　利用料：1日670円（半日350円）

＊視察内容

　糸魚川市は上越市（発展地）から50km離れており、交通アクセスなども未整備である。466平方kmという広い土地があり、人口は33,000人、面積の80％が山林という地である。この土地での医療、福祉充実・発展は難しいことではないかと感じたが、今回の視察の中で、「1番働きたい」と感じた場所がこの機関であった。診療所・地域生活訓練施設・デイケア・作業所など、この土地に一点にまとめた事で、糸魚川市の方々は充実した生活を送れるのではないかと思われ、このような人口の少ない土地で同じ土地の方々とサークル活動やデイケア活動、ボランティア活動を行えることは利用者様にとって安心感の持てる場所となっているのではないかと思う。山林が多く、遠方地に住んでいる方などにとっては「利用しにくい」面があるかと感じるが、川室氏は「全ての方が気軽に利用できる場所にしたい」という概念を持ち、ボランティアなどの協力も得て、送迎サービスなども積極的に行われている。診療所には、カルテの量を観る限り相当な方が利用しているのではないかと感じられた他、相談室なども設置され、医療と生活の不安を解消するための支援の徹底がなされていると感じた。また、建物もバリアフリーに富み採光性、基調色彩なども気が配られており、またCT検査室も設置され、認知症、他障害の方々に対しての設備管理が整えられていた。

◎精神障害者社会復帰施設「好望こまくさ」（糸魚川）

　△開所年月日　　平成11年4月1日

　△職員構成　　　施設長1名、精神保健福祉士1名、精神障害者社会復帰施設3名

　△アクセス　　　JR糸魚川駅より徒歩8分、

　△開館時間　　　月曜日～金曜日　8：30～17：30

　△作業内容

　　・電子部分などの組み立て

　　・オリジナル製品の製造・販売（廃油石鹸、雑巾、小物類など）

　　・こまくさ畑での畑作業

　　・販売→収穫物の販売・イベントでの販売・チャレンジショップ出店　等

　　・ホテルの客室清掃

△利用料　1ヶ月1,000円

◎障害者地域生活支援センターこまくさ（糸魚川）

　△設立年月日　　平成11年4月1日（平成19年より移転）

　△活動内容

　　①相談支援事業

　　　・面接相談　・電話相談　・訪問相談　・ケアマネジメント　・総合相談窓口

　　②地域活動支援センター事業

　　　・生活サポート

・移動支援

　　　・地域活動支援

＊視察内容

自立支援法の対応（移行）に関しては、昨年10月より、糸魚川市から相談支援事業と地域活動支援センター事業（市町村機能強化事業のⅠ型）に委託された。19年度までの運営費は、県と同額の委託費を市で確保してくれている。指定相談支援については、市の予算上は３人分しかとっていないので、指定相談支援の個人給付費はあてにならない。

糸魚川では、交通の便が悪く、また、高齢の方も多い為、診療所から遠くに住んでいる方々の利用は支援なしでは困難であることが多い。そこで、同行・代行、送迎、又は訪問サービス（食事配達など）などのサービスを積極的に行うことにより解消しようとする動きが見られた。また、相談支援では、夜間「携帯電話相談」も行っている。今回の視察先の活動センター全てが行っていることであるが、その背景には生活訓練施設の夜勤を警備会社に依頼していることが挙げられた。

　家族への支援に関しては、糸魚川市家族会の事務局を担当し、家族とは定期的な懇談を設けている。センター単独でなく、保健所と市にも関わってもらっている。（保健所と市が主催の家族教室があり、そこにセンターも関わっている。）また、糸魚川市は家族と同居が圧倒的に多く、DVなど同居による問題も起こっており、市の保健師と一緒に動くことが多いとのこと。

ボランティアにはイベントやレクに関わることが多い。一般開放しているサークルに参加する住民の皆様に、イベントで手伝いしてもらうこともある。

Ⅱ　柏崎厚生病院

＜精神＞

◎柏崎厚生病院

　△診療科目

　　精神科・神経科・内科・歯科

　△病棟

・内科病棟　　　　　　　　　６０床　　　　・精神科療養病棟（A）（開放）６０床

・認知症老人治療病棟（１）　５０床　　　　・精神科療養病棟（A）（閉鎖）４６床

・認知症老人治療病棟（２）　５０床　　　　・精神科急性期治療病棟（A） ３４床

＊視察内容

　まず、「家族休憩室」と呼ばれる部屋を初めて聞き、見学することが出来た。患者様の家族が患者様本人と一緒に病院内で一緒に生活することが出来る部屋である。2泊までが限度であり、1泊300円の料金で利用できる。高齢であったり、当事者が心配な家族にとってはこの様な、病院から地域生活に少しでも近い感覚を持ち、安心でき、また、退院にも意欲を持たせることが出来るサービスではないかと感じた。（病院で家族会もあり、登録者は206名とのこと）また、病棟には様々な処遇の確認の貼紙（患者様を呼ぶ時は名前を呼びますなど）が貼られていたり、電車の時刻表が貼られているなど、患者様、家族様の理解や気配り、個人情報保護などがなされているのだと感じた。

　また、各病棟を見させていただいたが、認知症治療病棟はその症状の度合いによりC-1、C-2に分けられているとの事だった。介護度平均で言えば、C-1は3.0、C-2は3.3程であるとのこと。どの病棟も個室・相部屋があり、見学したときには、リハビリオリエンテーションとして、「名前を話す」作業を行っていた。また、精神科療養病棟には調理実習室など退院後の生活技術を高めるための設備がなされており、より家庭に近い調理器具が設置されていた。急性期治療病棟の保護室は4室有り、周囲は木造で、カメラが設置され、モニター管理されていた。保護室も含め、病室にはすべて名札が設置されている。

また、老人デイケアは家族のレスパイトケアも考慮し、朝早い時間から（7：00）送迎も行われている。利用時間はその利用者や家族の都合に合わせて決定するとのこと。

◎よねやま訪問看護ステーション

△訪問看護師数　　看護師　７人、准看護師　２人、作業療法士　２人

△実利用者数　　　医療保険１１１名　　介護保険１３８名（平成１９年１月）

△看護サービスの内容

・病状の観察

・医療的処置の実施及び相談

・看護・介護技術の実施と相談

・栄養、食事療法に関する実施と相談

・リハビリテーションの実施と相談

・介護用品の紹介、指導

・生活環境の調整と指導　　　　　　　など

　

◎訪問リハビリテーション

△開設年月日　　　　平成18年11月1日

△訪問作業療法士数　1名以上（訪問リハビリテーションと訪問看護を半日ずつ兼務）

△実利用者数　　　　32名　　　107件（平成11年１月）

	
	H18.11
	H18.12
	H19.1

	件数
	６７件
	９０件
	７８件


△件数　　　　　　　　　　
△サービス内容

・病状の観察　　　　　　　　　・筋力訓練

・起居・歩行訓練　　　　　　　・ROM訓練(拘縮の予防)

・他サービス利用に関する情報提供や調整

・協調性・攻緻動作　　　　　　・コミュニケーション訓練

・ADL訓練（食事、排泄、行為、入浴等）

・介護用品の紹介と指導

◎地域包括支援センター

　△基本機能

①総合相談業務（社会福祉士）

・地域高齢者、民生委員等関係者からの相談に対応

・電話、訪問、対処で対応

　例）介護保険の説明、制度・サービス相談、健康上の相談、認知症相談　等

②介護予防マネジメント業務

・要支援１、２判定を受けた利用者の介護予防ケアマネジメントを担当

・特定高齢者（介護保険利用前のハイリスク高齢者）への介護予防プランの作成、フォロー

③権利擁護・高齢者虐待対応業務（社会福祉士）

・成年後見制度、地域権利擁護事業の利用支援

・高齢者虐待防止法に基づく高齢者虐待の相談窓口、支援

④包括的・継続的マネジメント業務（主任介護支援専門員）

・地域のケアマネージャー（困難事例）へのアドバイス

・地域の医療機関とのネットワーク作り

◎精神障害者「米山自在館」

　△定員　　　　20名

△利用料　　　4人部屋　8,000円

　　　　　　　1人部屋　11,000円　　＊光熱費・食費→実費

△入所期限　　原則として2年（1年延長可）

△職員構成　　施設長1名、精神保健福祉士1名、社会復帰指導員3名

　　　　　　　＊当直は警備会社に委任している。

＊視察内容

　建物の1階部分は生活訓練施設、2階部分は福祉ホームA型となっている。建物の内外を見学した時には、「施設っぽい」と感じた。青山荘も安全面などの配慮の為か出入り口は１つとなっているが、出入り口は当然１つであり、事務室と娯楽室、食堂などは近く、いつも「監視」されているように思われていても不思議ではないのだろうかと感じた。また、入所者の外来日や予定などはひとつの場所に大きく掲示されていたり、自室の戸は金属製であったりと、医療モデルの部分が多く残されているのではないかと感じた。

　日課としては柏崎厚生病院デイケア、外来OT、作業所、自在館プログラムがあり、プログラムはグループなどに分かれ、目的ごとに行っているとのこと。入所者は大抵が柏崎厚生病院入院患者様である。近年は統合失調症以外の入所希望者も多いが、その方々（人格障害患者様等）に対しても拒否はせず、受け入れることもあるという。また、その様な方々に対してもまず体験入所で本人にも体験して頂く体制を整えているとのこと。

　食事は朝食・夕食各2名で職員と一緒に外部のスーパーへ買出しに行き、調理を行っているとのこと。また、昼食は各自で用意している。朝夕の1食の平均金額としては、190～260円程度であるとの事。また、夜間当直は警備会社に依頼しているとの事。夜間の緊急時にはすぐに緊急連絡網（職員）に連絡する体制をとっており、夜間の問題ケースなどはなかったか、警備員に対して看護・介護技術は教育されているか等を質問するべきだった。

　今後の入所者について青山荘と同じく統合失調症の方の入所が多かったが、他疾患の精神科受診・入院の割合も高くなり、今後はその様な困難ケースでの受け入れも行う必要性があることを話している。

◎茨内地域生活支援センター

△開館日・開館時間

　　月曜～金曜（午前８：３０～午後５：００）

　　第２・４・５土曜（午前８：３０～午後１：００）

　　休館日　日曜・祝日、第１・３土曜

　△職員構成　施設長1名、精神保健福祉士1名、相談支援専門員1名、

臨床心理士1名、管理栄養士1名

△支援内容

①相談支援事業

②居住サポート事業

③地域活動支援センター

＊視察内容

　地域で生活する障害者にとっての主な活動としては上記①②③が挙げられるが、それ以外の活動として、地域啓発活動などはあまり行われていないという感じであった。『憩いの場』としての場の提供ともなっている面が強く、建物もログハウス風の作りで採光性があり、広い空間での和室・洋室や庭園もあり、日中寛ぐ場所としては最適なのではないかと感じる。また、バリアフリーの整備もなされており、他障害の利用者に対しての対応もなされていると感じた。実際に交通の便があまり良くないにも関わらず、1日15～25人ほどの利用者様がいるとのこと。しかし、「デイケアや作業所に適応できない人が利用」という言葉も話しており、その他の生活の場所は地域で相当限られているのではないかと感じる部分もあったし、その他の場所の提供・選択肢を持たせることも考えなくてはならないのではないかと思う。

相談事業に関しては電話・面接・訪問の相談が主であったが、年間800～900人程度の相談者がいるとのこと。生活支援も含め、訪問に関しては20～30kmまでの圏内ということを話している。また、電話対応は24時間で夜間は職員の電話宛に書けるとのこと。訪問看護も24時間対応している為、緊急性の高い電話は「あまりない」とのこと。（夜間→月に40～50件程）。

　退院促進に関しては、H18より市と近隣の村から委託され、合計850万円程の補助金（700＋150）で行われているとのこと。専任として職員を1名配属されている。柏崎の3病院、長岡市の8病院を対象として行われているとのこと。各法人で退院促進事業のメンバーがおり、定期的に退院促進事業対象者の状況などについて検討しているとのこと。

　更に、センター登録機能があり、年間登録料として2,400円掛かるが、

登録のメリットとして

①面接や電話、訪問による具体的な生活支援相談が無料で受けられます。

②相談により調理、レク、グループ活動に参加できます。

③サービス料金の割引があります。

④緊急時に職員が携帯する電話へ相談ができます。

⑤センターたよりをお届けします。

⑥ロッカーの利用ができます。

注意）各サービスとも利用の約束があります。ルールを守って利用しましょう。

というような内容が挙げられていた。
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